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民生常任委員会 審査順序 

 

● 請願審査 

令和３年請願第２号 加齢性難聴者の補聴器購入への公的補助制度創設を求める請願 

  

 

● 陳情提出者からの趣旨説明 

令和４年陳情第３号 国立八戸病院の機能強化についての陳情 

  

 

● 陳情審査 

令和４年陳情第３号 国立八戸病院の機能強化についての陳情 

  

 

● 委員派遣について 

 

 

[民生協議会] 

○ 所管事項の報告について 

１ 新型コロナウイルス対策病児保育事業支援金について 

２ 児童館新型コロナウイルス感染症対策支援事業について 

３ 建物破損事故に係る損害賠償額の専決処分について 



○民生常任委員会付託 

番号 令和３年請願第２号 受理年月日 令和３年12月７日 

件名 加齢性難聴者の補聴器購入への公的補助制度創設を求める請願 

提 出 者 

八戸市根城七丁目７－19 

全日本年金者組合青森県本部三八支部 

支部長 髙橋 靖昌 

紹介議員 山名 文世、田端 文明、苫米地 あつ子、久保 しょう 

要旨 

 

 加齢性難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするなど生活の質を

落とす大きな原因となる。また、最近では鬱や認知症の危険因子になることも指摘され

ている。加齢性難聴によりコミュニケーションが減って、脳機能が低下、鬱や認知症に

つながる傾向が強いと専門家が指摘している。日本の難聴者率は、欧米諸国と大差はな

いが、補聴器使用率は欧米諸国40％台なのに日本は10％台と低く、日本での補聴器の普

及が求められている。 

 しかし、日本において補聴器の価格は片耳当たり平均15万円であり、保険適用ではな

いため全額自費となる。身体障害者福祉法第４条に規定する身体障がい者である高度・

重度難聴の場合は、補装具費支給制度により１割負担、中等度以下の場合は購入後に医

療費控除を受けられるものの、その対象者は僅かで、約９割は自費で購入していること

から、特に低所得の高齢者に対する配慮が求められる。欧米では、補聴器購入に対し公

的補助制度がある。 

 国に対して高齢者の補聴器購入の公的補助制度創設を求める意見書採択は、７県183

市区町村で採択され前進しているが、自治体独自の公的補助制度の確立は52市区町村に

とどまっている。補聴器のさらなる普及で高齢になっても心身とも健やかに過ごすこと

ができ、鬱や認知症の予防、ひいては健康寿命の延伸、医療費の抑制にもつながると考

える。 

 以上のことから、標記のとおり請願します。 

 

【請願事項】 

・加齢性難聴の補聴器購入に係る八戸市独自の公的補助制度を創設すること。 

 

 

 

 



 

 

 

令和３年請願第２号  

加齢性難聴者の補聴器購入への公的補助制度創設を求める請願について 

 

１ 当市における補聴器購入に対する助成制度等について 

  障害者総合支援法により、聴覚の身体障害者手帳所持者に対して、補聴器購入費の助成

（補装具費支給制度）があるほか、身体障害者手帳を所持していない 18歳未満の軽度・中

等度難聴者に対して、市及び県により助成制度が設けられている。（所管：障がい福祉課） 

なお、医師による診療や治療などのために直接必要な補聴器の購入のための費用で、一

般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額は、医療費控除の対象となる。（国税庁

ホームページより）   

 

２ 全国の地方自治体の状況等について 

『自治体における難聴高齢者の社会参加等に向けた適切な補聴器利用とその効果に関す

る研究』（令和３年３月、PwC コンサルティング合同会社が、国の補助事業により作成した

研究報告書）によると、難聴高齢者に対する助成制度等（現物支給を含む）の実施状況（調

査対象 940自治体）については、「実施している」自治体数は 36（3.8％）、「実施予定であ

る」自治体数は 10（1.1％）、「実施していない」自治体数は 890（94.7％）となっている。 

なお、実施していない理由としては「法令等の裏付けがない」が最多で、63.7％を占めて

いる。 

 

３ 青森県内の動向について 

  県内 10市のうち５市（当市を含む）の市議会で、加齢性難聴者等の補聴器購入に対する

公的補助制度の創設を求める意見書を採択し、国等へ意見書を提出しているが、独自の助

成制度の創設に至っている市は皆無である。 

  また、八戸圏域連携中枢都市圏の７町村の各議会も同様に国等へ意見書を提出している

が、独自の助成制度の創設に至っている町村は皆無である。 

 

４ 国の動向について 

  全国市長会では、令和２年６月に「加齢性難聴者の補聴器購入に対する補助制度を創設

すること」を国に提言しており、また、国立の医療研究機関等において、補聴器による認

知機能低下予防の効果を検証する研究を行っているものの、現時点において、加齢性難聴

者の補聴器購入に対する国庫補助制度や、独自に助成事業を行う地方自治体への地方財政

措置を導入する動向は確認できない。 

民生常任委員会 資料 

令和３年 12 月 16 日 

福祉部 高齢福祉課 



○民生常任委員会付託 

番  号 令和４年陳情第３号 受理年月日 令和４年２月21日 

件  名 国立八戸病院の機能強化についての陳情 

提 出 者 

八戸市吹上三丁目13-１国立八戸病院気付 

全日本国立医療労働組合八戸支部  

支部長 柾本 とし 

紹介議員  

要   旨 

 独立行政法人国立病院機構八戸病院（以下、国立八戸病院）（院長、藺藤順）は、

青森県八戸市に位置し、1934年―昭和９年八戸市立結核療養所として発足し、1947

年―昭和22年に厚生省（当時）に移管され、自来、結核、重症児・者、リハビリテ

ーションの専門医療の提供に貢献してきました。 

 2022年１月現在、４診療科（内科・神経内科・小児科・リハビリテーション科）、

150床（重症心身障害病床100床、リハビリテーション病床50床）、職員178人で運営し、

①政策医療である重症心身障がい児・者の治療、教育、②脳卒中等による後遺障害の

積極的なリハビリテーション、③ＡＬＳ・筋ジストロフィ一等の神経難病に対する治

療、④ＣＯＰＤ―慢性閉塞性肺疾患等の呼吸器疾患の治療、⑤摂食嚥下困難者に対

する治療を提供しています。 

（病床稼働率：一般病床97％、重症心身病床100％ 2021年度国立病院機構本部調べ） 

 特に重症心身障がい児・者医療は、青森県内の同種病床260床中100床・39％を占め、

入院患者は八戸地域圏46人・61％（八戸市24人・28％）、上十三地域圏22人・29％、

岩手県北地域22％など広い地域をカバーしています。また、県内でも数少ない人工呼

吸器管理を伴う日中一時支援、短期入所など在宅障がい者及び家族を支える役割も担

っています。（短期入所利用登録者12人） 

 青森県は、県内の重症心身障害対策として県立はなます学園医療療育センター（八

戸市）他２施設を設置していますが、いずれの施設も利用対象は基本的には18歳以下

とされ、青森県内において18歳以上の重症心身障がい者の医療は国立八戸病院と国立

青森病院（青森市浪岡）が担い、県の障がい者医療の確保にとって他の医療施設では

代替のできない重要な役割を担っています。 

 国立八戸病院は、2015年４月、非特定独立行政法人に移行し、収支均衡を強く求め

られるようになりました。特に、2012年度以降、医業収支に係る国からの運営交付金

が廃止され、経常収支の均衡を目的に入院期間の短縮、患者負担の引上げ、非常勤職

員による常勤職員の代替（事務40％、技能57％、介助職100％）などが行われ、安全

安心の医療・看護の維持が懸念される運営が続いています。さらに、国立病院機構本



部の少子高齢化のピークを迎える2040年に向けた非効率的な病棟の集約や看護師の

採用抑制などの方針は、同病院が担っている政策医療、難病医療等の確保に深刻な影

響を生じかねません。 

 青森県は、障害者が住み慣れた地域で、その人らしく自立して、安心して生活を送

ることを目的に、青森県障害福祉サービス実施計画（2021年―令和３年３月）を策

定しました。また2021年―令和３年９月施行となった医療的ケア児及びその家族に

対する支援に関する法律―医療的ケア児支援法は、国及び地方公共団体に対し、障

がい者家族の生活実態や要望に基づきケアや子育てに対する責務を定めました。 

 今後、障がい者が身近な医療機関で適切な医療を受けるための整備、また、在宅患

者及び家族の支援につながる医療提供体制の整備が国及び県、地方公共団体に求めら

れることになります。 

 国立八戸病院は、これらの国及び県、地方公共団体の責務を障がい者と家族が生活

する地域の中で具体的に提供するために欠かせない病院であり、その充実強化が求め

られています。 

 さらに、一昨年来の新型コロナウイルス感染症は、既に入院している障がい者が感

染した際、その特殊性、専門性から他に転院困難なこと、また、在宅の障がい者が感

染した際の入院病床確保や訪問看護の体制づくりの必要性を提起し、日頃から障がい

者医療を担っている国立八戸病院をはじめとするこれら専門施設の医療機器の整備、

必要な職員の確保などが求められています。 

 以上、国立八戸病院がこれまで担ってきた重症児・者医療をはじめとする政策医療

の充実、医療的ケア児支援及び感染症対策の強化を図るため、別紙意見書案を決議い

ただき関係機関に提出くださいますよう陳情いたします。 

 

陳情事項 

１ 国立八戸病院が手厚い療育体制の確保と入院患者のＱＯＬ向上に必要な職員を     

 確保すること。 

２ 新型コロナウイルス感染症などの対策として、家庭感染等により在宅生活が困難 

 となった重症児・者を受け入れるための環境整備と体制づくりを行うこと。 

３ 医療的ケア児等在宅重症児・者支援を目的に短期入所のための病床の確保及び訪 

 問サービスのための職員配置を行うこと。 

４ 国・厚生労働省は上記の環境整備等に要する経費の援助を行うこと。 

 

 























 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス対策病児保育事業支援金について 

 

 

１．事業概要 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う利用児童数減少の影響により事業運営に支障を来す病

児保育施設に対して、令和 3年度における減収相当額を協力金として支援することにより、病

児保育事業の提供体制の維持を図る。 

   

 

２．交付対象 

（１）対象施設  5施設  

病児保育  ２施設  

病後児保育 ３施設 

      

 （２）対象事業 

     新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けながらも病児保育の提供に必要な職員を確

保し、サービスの提供体制を維持している病児・病後児保育施設に対し、支援金を交付

する。   

 

 

３．事業費 

   新型コロナウイルス対策病児保育事業支援金  １０，０００千円  

    

新型コロナウイルス感染拡大に伴う利用児童数の減少により、令和 3年度の事業収入額（補助金

収入）が令和 2年度と比較して減少している場合に、当該減少額の 9/10を交付 

 

 

４．財源 

   令和３年度青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事業費補助金（10/10） 

 

民 生 協 議 会 資 料 

令和４年３月 14 日 

福祉部こども未来課 



 

 

 

児童館新型コロナウイルス感染症対策支援事業について 

 

 

１．事業概要 

   児童館管理運営業務について、新型コロナウイルス感染症対策の徹底を図りながら継 

続して業務を実施するため、マスク、消毒液等の衛生用品や感染防止のための備品購入 

等、感染対策に要する経費の補助を行う。 

 

２．補助対象 

（１）対象施設：市内児童館 １５館（小型児童館６館 児童センター９館） 

        指定管理者 社会福祉法人 八戸市社会福祉協議会 
 
（２）実施期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日 
 
（３）補助対象 

① マスクや消毒液等の衛生用品や感染防止のための物品・備品の購入、施設の消毒 

経費等 
 

② 児童館職員が消毒・清掃等を行った場合の超過勤務手当の割増賃金や、通常想定 

  していない感染症対策に関する業務に伴う手当等のかかり増し経費 
 

③ 感染症対策のための改修経費 

 

３．事業費 

   新型コロナウイルス感染症対策支援事業費補助金   ６，０００，０００円 

（積算内訳） 

１館当たり ４００，０００円  × １５館 

 

４．財源 

   青森県新型コロナウイルス感染症市町村総合対策事業費補助金 (10/10) 

    

民 生 協 議 会 資 料 
令和４年３月１４日 
福祉部子育て支援課 

 



 

 

建物破損事故に係る損害賠償額の専決処分について 

 

１ 事故発生日時 

  令和３年 12 月 14 日（火）午前 10時 30 分頃 天候：くもり 

 

 

２ 事故発生場所 

  八戸市根城６丁目 22－10 ホームセンターサンデー八戸根城店 

 

 

３ 事故概要 

立体駐車場を進行した際、設置看板及び建物に接触し破損させた。 

 

 

４ 損害賠償額 

  81,400 円 

 

 

５ 専決処分日 

  令和４年３月７日（月）処分第５号 

 

 

 

 

 

 

民 生 協 議 会 資 料 
令和４年３月 14 日 
健康部保健所衛生課 



事故発生場所 

 

 

当方車両 

 


